取引終了通知書

前略　口頭による決済ができませんので書面にて通知します。通知人名義の先物取引を速やかに手仕舞い、決済して下さい。清算金は以下の口座にお振り込み下さい。但し、本通知は現在までの無断売買等を追認するものではありませんので悪しからずご了承下さい。

○○銀行○○支店

普通口座１２３４５６７○○○○

決済の結果については早急に文書にて報告して下さい。なお、本件については弁護士に相談し損害賠償についても検討したいと思いますので、至急、契約者別勘定台帳（名称に関わらず売買、仕切り、手数料、金利、の金額、日時の一切を示すもの）と契約者別契約金高帳（名称に関わらず委託証拠金、決済による損益金、入出金額、日時の一切を示すもの）の写しを交付して下さい。草々

平成○○年○月○日

通知人　東京都中央区○○○○

氏名　○○○○

被通知人　東京都中央区○○○○　

○○○株式会社　代表取締役社長○○○○殿

※解説

１、先物取引やオプション取引や外国為替証拠金取引などで、電話連絡による手仕舞い（取引終了）がうまく行かないときは、内容証明郵便で手仕舞いの意思表示を行うと良いでしょう。弁護士が代理人で行う場合も基本的に文面は同じですが、通知を受けて相手方から翻意を促すような強い勧誘の電話が掛かってくる可能性があります。電話が来ても出ないか、「精算金が振り込みされるまで話はしない」と回答すると良いでしょう。どうしても心配な場合は、手仕舞い交渉も弁護士に依頼すると良いでしょう。

２、内容証明の差出については下記の解説ページをご覧頂きたいと思いますが、２０文字×２６行以内で文面を作成し、３枚印刷して、封筒に封をせずに内容証明を取り扱う郵便局（すこし大きめの郵便局）に持参して下さい。押印はしなくても構いませんが、相手方に提出した書面に押した印鑑があるときは、それを押印すると良いでしょう。

参考ＵＲＬ（日本郵便の解説ページ）

http://www.post.japanpost.jp/service/fuka_service/syomei/
３、手仕舞いに成功し精算金を受領してもそれで終わりではありません。取引履歴を分析し手数料比率や特定売買比率を計算し相手方会社に対して損害賠償請求できる場合があります。取引履歴を弁護士さんに見て貰い、どれ位の損害賠償請求ができるか検討してもらうと良いでしょう。

４、手数料比率は、業者に支払った取引手数料を、売買損益金と取引手数料の合計で割った比率です。売買による損失が無いのに業者の取引手数料がかさんで損害を生じている場合は手数料比率が１００パーセントを超えるということになります。

５、特定売買には「両建」「直し」「途転」「日計」「不抜」があります。両建ては、売りと買いを同時に建てること。直しは、売り直し、買い直しがあり、仕切った当日に同じ建て玉を建てることです。途転（どてん）は、仕切った日に反対の建玉を建てることです。日計（ひばかり）は、建てた玉を当日決済してしまうことです。不抜（ふぬけ）は、取引の利益が手数料を超えない取引です。いずれも通常の取引では生じにくいもので、合理的な取引とはいえず、手数料稼ぎの目的で不当に勧誘・誘導されたものか、又は無断売買の可能性が推認されるものです。全取引のうち、これら特定売買の比率を計算したものが、特定売買比率です。当事務所の以下のページもご参考になさって下さい。http://www.shinginza.com/sakimono.htm
６、先物取引の理論的根拠については、前記ホームページ、法律相談事例集キーワード検索で７８９番、７２３番、６３８番、６１５番、６１４番、６０９番、５９４番、５９３番、２８２番も参考にしてください。

